
第 446 回群馬地方最低賃金審議会 

 

H P 公 開 用 資 料 

 

 

・ 群馬地方最低賃金審議会委員名簿（第 48 期） 

 

・ 群馬地方最低賃金審議会事務局名簿  

 

・ 最低賃金審議会令（第６条第５項） 

 

・ 令和４年度最低賃金に関する実態調査 

 

・ 令和４年度における群馬県特定最低賃金に係る申出の意向表明状況 

 

 ・ 最低賃金の抜本的な引き上げ、改善を求める要請書 

2022 年６月 21 日 群馬県労働組合会議 

 

・ 全国一律の最低賃金の実現及び最低賃金の引上げを求める会長声明 

2022 年６月 15 日 群馬弁護士会 

 

・ 生活保護制度の概要 

 

・ 労働市場速報（令和４年４月分） 

     群馬労働局職業安定部職業安定課 

 

・ 令和４年春闘 各機関別賃上げ集計状況 

 

・ 経済財政運営と改革の基本方針 2022 ＜関係部分抜粋＞ 

 

・ 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 ＜関係部分抜粋＞ 

 

・ 新しい資本主義実行計画工程表 ＜関係部分抜粋＞  

 

※ 資料は HP 公開用に一部抜粋したものとなっております。 

  全資料を閲覧したい場合は群馬労働局労働基準部賃金室の窓口にて閲覧が可

能となっております。 



群馬地方最低賃金審議会委員名簿（第 48 期） 

  （令和４年６月 30 日現在） 

 

 （敬称略、五十音順） 
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表 

高 橋   徹  （株）上毛新聞社取締役 総務・経理・労務・経営企画担当 

谷 口   聡  高崎経済大学教授 

西 村  淑 子 群馬大学教授 

村 越  芳 美  弁護士 

米 本   清  高崎経済大学准教授 
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代 

 

表 

新 井  和 成 情報産業労働組合連合会群馬県協議会議長 

木 闇  裕 治 電機連合群馬地方協議会事務局長 

増 戸  将 人 ＪＡＭ北関東群馬県連事務局長 

松 葉  卓 也 ＳＵＢＡＲＵ労働組合常任執行委員 

鷲 澤   猛  日本労働組合総連合会群馬県連合会副事務局長 

使 

 

用 

 

者 

 

代 

 

表 

五 十 嵐 亮 二   （一社）群馬県経営者協会専務理事 

池 畠  美 穂 パッケージ池畠（株）代表取締役 

宇 井  正 典   アサヒライズ（株）代表取締役社長 

加 藤  英 明 元（株）ナカヨ取締役 

毒 島   豊  （医）日望会常務理事本部長 



群馬地方最低賃金審議会事務局名簿 

 

  

群 馬 労 働 局 労 働 基 準 部 賃 金 室 

前 橋 市 大 手 町 ２ 丁 目 ３ 番 １ 号 

Ｔ Ｅ Ｌ  0 2 7 － 8 9 6 － 4 7 3 7 

 

 

職   名 氏  名 

労 働 局 長 加 藤  博 人 

労働基準部長      福 永  伸 一 

賃 金 室 長 木 村  昌 訓 

賃金室長補佐 小 林  康 利 

労働基準監督官 杉 本 彩 矢 香 

 

 

 

 

 

 

 

 



最低賃金審議会令（第６条第５項抜粋） 

 

   

第１条 （名称）省略 

第２条 （組織）省略 

第３条 （委員の推薦）省略 

第４条 （臨時委員の任命等）省略 

第５条 （会議）省略 

第６条 （最低賃金専門部会） 

第１項～第４項  省略 

 

５ 審議会は、あらかじめその議決するところにより、最低賃金専門

部会の決議をもって審議会の決議とすることができる。 

 

第６項～第７項  省略 

 

第７条 （庶務）省略 

第８条 （雑則）省略 

 

附則  （省略） 

 

 

 



令和４年度最低賃金に関する実態調査 
 

賃金改定状況調査 

 

１ 調査の目的 

  中央最低賃金審議会における目安等の審議資料 

 

２ 調査の範囲及び対象 

  地域・・・群馬県全域 

 

  産業・・・製造業、卸売業，小売業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業，

飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、医療，福祉、サービ

ス業（他に分類されないもの） 

       （企業規模及び常用労働者数 30 人未満の民営事業所） 

   

  調査依頼数  262 事業所 

 

３ 調査事項 

  令和３年６月分賃金及び令和４年６月分賃金 

   

４ 調査方法 

  通信調査（委託先からの発送、郵便報告方式の場合は委託先での回収、オンライ

ン報告方式の場合は本省において回収）） 

 

５ 集計 

  厚生労働省労働基準局賃金課 

 

 

最低賃金に関する基礎調査 

 

１ 調査の目的 

  地方最低賃金審議会における最低賃金の決定及び改正等の審議資料 

 

２ 調査の範囲及び対象 

  地域・・・群馬県全域 

  産業・・・製造業及び情報通信業のうち新聞業及び出版業（100 人未満の民営事

業所） 

卸売業，小売業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サ

ービス業、生活関連サービス業，娯楽業、医療，福祉及びサービス業

（他に分類されないもの）（30 人未満の民営事業所） 

 

  調査依頼数  1,903 事業所 

 

３ 調査事項 

  令和４年６月分賃金 

 

４ 調査方法 

  通信調査（委託先からの発送、郵便報告方式の場合は労働局での回収、オンライ

ン報告方式の場合は本省において回収） 



 

５ 集計 

  群馬労働局労働基準部賃金室 

 

集計結果の公表 

 

 集計結果のうち、以下の集計表については、本年地方最低賃金審議会の審議終了の

４ヶ月後に厚生労働省ホームページ及びｅ－ｓｔａｔへ掲載します。ただし、必要に

応じて地方最低賃金審議会において一部公表とすることも可能です。 

① 産業、就業形態、賃金階級、事業所規模・地域・年齢階級別労働者数 

② 産業、就業形態、賃金階級、性、年齢階級別労働者数 

③ 賃金階級、勤続年数階級別労働者数 

④ 諸手当の種類別労働者１人平均支給額 

 

集計及び復元方法 

 

 「平成 28 年経済センサス（活動調査）」の結果に基づく「事業所母集団データベー

ス（令和２年次フレーム）」の産業分類ごとの労働者数により復元し、集計します。 

 月給者及び日給者については、時間額に換算して集計します。 



令和４年度における群馬県特定最低賃金改正決定に係る申出の意向表明状況 

                                               適用労働者数は、令和４年１月現在把握のもの 

新設・改正

の別 
件名・適用の範囲 意向表明日 意向表明者（団体名） 適用労働者数 申出期日 

改 正 

群馬県製鋼・製鋼圧延業、鉄素形材製造業 

最低賃金 

[E220＋E222＋E225（E2251・E2252 除く）＋L7282] 

令和４年１月 19 日 
日本基幹産業労働組合 

連合会 群馬県本部 
1,924 人 令和４年７月 31 日 

改 正 

群馬県ポンプ・圧縮機器、一般産業用機械・装置、

その他のはん用機械・同部分品、金属加工機械、

その他の生産用機械・同部分品、事務用機械器具、

サービス用・娯楽用機械器具製造業最低賃金 

[E25（E251 除く）＋E260＋E2621（一部）＋E2635
（一部）＋E2645＋E2652＋E266＋E269（E2693 一
部除く＋E2699 除く）＋E270＋E271＋E272＋
L7282]  

令和４年１月 19 日 
ＪＡＭ北関東群馬県連絡会 

（ＪＡＭ群馬） 
16,487 人 令和４年７月 31 日 

改 正 

群馬県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械

器具、情報通信機械器具製造業最低賃金 

[E28＋E29（E2941・E295 除く＋E2973 一部除く＋
E299 除く）＋E30＋L7282] 

令和４年１月 19 日 

全日本電機・電子・情報 

関連産業労働組合連合会 

群馬地方協議会 

17,779 人 令和４年７月 31 日 

改 正 
群馬県輸送用機械器具製造業最低賃金 

[E260＋E2621（一部）＋E31＋L7282]   
令和４年１月 19 日 

全日本自動車産業労働組合 

総連合会 群馬地方協議会 
41,416 人 令和４年７月 31 日 

























生活保護制度の概要 

 
１ 目的 

生活に困窮する国民に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的

な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。 

 

２ 保護の要件 

・世帯員全員の、資産、能力その他あらゆるものをすべて活用した上でも、収入が最低生

活費に満たない場合に対象となる。 

※各種の社会保障施策による支援、不動産等の資産、扶養義務者による扶養、稼働能力

等の活用が保護実施の前提。 

・困窮に至った理由は問わない。 

 

３ 保護の内容 

・扶助の種類は、生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業

扶助及び葬祭扶助。 

※医療扶助及び介護扶助は、医療機関等に委託して行う現物給付とし、それ以外は金銭

給付が原則。 

・ 各扶助により、健康で文化的な生活水準を維持することができる最低限度の生活を保障。

扶助の基準は厚生労働大臣が設定する。 

 

（平成３０年１０月 生活扶助基準額の例） 

 東京都区部等 地方郡部等 

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，９００ １３３，６３０ 

高齢者単身世帯（６８歳） ７９，５５０ ６５，５００ 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２０，４１０ １００，１９０ 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １８９，１９０ １６１，８９０ 

   

（令和元年１０月 生活扶助基準額の例） 

 東京都区部等 地方郡部等 

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，２１０ １３５，８３０ 

高齢者単身世帯（６８歳） ７８，２３０ ６５，２７０ 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２０，２４０ １０２，４３０ 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １８９，５８０ １６４，６７０ 

 



（令和３年４月 生活扶助基準額の例） 

 東京都区部等 地方郡部等 

標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １５８，７６０ １３９，６３０ 

高齢者単身世帯（６８歳） ７７，９８０ ６６，３００ 

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２１，４８０ １０６，３５０ 

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １９０，５５０ １６８，３６０ 

 

※上記額に加えて、必要に応じて、住宅扶助、医療扶助等が支給される。 

 

４ 保護の実施機関 

・都道府県知事及び市町村長により設置される福祉事務所の長。 

 

５ 保護受給に至る手続 

・申請による場合 

事前の相談⇒⇒⇒保護の申請⇒⇒⇒⇒保護費の支給 

                ↓ 

⇒⇒⇒⇒医療機関への入院、保護施設等への入所 

 ・職権による場合 

 

６ 保護の要否の判定と支給される保護費 

・厚生労働大臣が定める基準で測定される最低生活費と収入を比較して、収入が最低生

活費に満たない場合に保護を適用。最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費と

して支給。 

※収入：就労による収入、年金等社会保障の給付、親族による援助、交通事故の補償

等を認定。 

～最 低 生 活 費～ 

           ｜ 

～～収         入～～  ⇒⇒⇒保護が適用されないケース 

             ｜ 

～収 入～ ｜――――      ⇒⇒⇒保護が適用されるケース 

          ↓ 

支給される保護費 

 

７ 保護適用後の調査及び指導 

・世帯の実態に応じ、年数回の訪問調査。 

・収入・資産等の届出を義務付け、定期的に課税台帳との照合を実施。 

・就労の可能性のある者への就労指導。 



【照会先】

有効求人倍率（季節調整値） 倍　【全国 位／ 全国 倍】

※前月  有効求人倍率（季節調整値） 倍　【全国 位／ 全国 倍】

正社員求人倍率（原数値） 倍　【全国 位／全国 倍】前年同月 倍

新規求人倍率（季節調整値） 倍　 （前月： 倍）

・ 求人数は前年同月比で新規・有効ともに増加

・ 求職者数は前年度月比で新規・有効ともに減少

・ 有効求人倍率（季節調整値）は前月比２か月ぶりの増加

総括

医療・福祉

　-１-

　有効求人倍率は1.40倍で前月から0.03ポイント増加となった。求人が求職を上回って推移しており、緩やかに持ち直
しの動きが見られるが、新型コロナウィルス感染症等が雇用に与える影響に十分注意する必要がある。
　引き続き、雇用の維持と就職支援に力を入れていく。

サービス業

651 人 １４か月連続の増加

運輸業・郵便業

卸売・小売業 1,856 人 25.8 ％ 381 人 ２か月連続の増加

主
な
産
業

建設業

13 人

1,360 人 33.3 ％

全産業

製造業

情報通信業

2,301 人 39.5 ％

506 人 24.0 ％

13,535 人 18.4 ％

114 人 12.9 ％

宿泊・飲食サービス

人 ３か月連続の減少

～～産業別新規求人数～～
新規求人数

新規求職者数 7,568 人 ▲ 6.1 ％ ▲ 491

４月 前年同月比 前年同月差 ポイント

新規求人数 13,535 人 18.4 ％ 2,099 人 １３か月連続の増加

有効求職者数 28,322 人 ▲ 1.4 ％ ▲ 413

有効求人数 37,256 人 14.1 ％ 4,604 人 １２か月連続の増加

人 １０か月連続の減少

２．４３ ２．０４

４月 前年同月比 前年同月差

１．３７ １９ １．２２

ポイント

厚 生 労 働 省

群 馬 労 働 局 発 表 群馬労働局職業安定部職業安定課

令 和 4 年 5 月 31 日 課 長 井 野 晃 宏

１．０６ １８ ０．９２ ０．９０

地方労働市場情報官 橋 爪 紀 明

労働市場速報（令和４年４月）

１．４０ １７ １．２３

2,099 人 １３か月連続の増加

1,309 人 12.0 ％ 140 人 ２か月ぶりの増加

340 人 １２か月連続の増加

２か月連続の増加

706 人 15.7 ％ 96 人 ７か月連続の増加

3,569 人 6.7 ％ 223 人 ２か月連続の増加

98 人 ９か月連続の増加

 

Press Release 

 

ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で｢求職者マイ

ページ｣を開設した求職者数や、ハローワークインターネットサービスで探した求人に直接応募する｢オンライン自主応募｣による就職件数等が

含まれている。

※



群馬労働局職業安定部職業安定課

第１表　　一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

年月

項目

全

　う　ち　常　用 (倍）

数 　う　ち　パート （倍）

３．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

第２表　　産業別新規求人状況（学卒を除きパートを含む）

項目

産 食 料 品

　　　 プ ラ ス チ ッ ク 製 品

金 属 製 品

は ん 用 機 械 器 具

業 生産用機械器具製 造業

業務用機械器具製 造業

電 気 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具

別

（注）新産業分類（平成25年10月改定：26年4月1日施行「日本標準産業分類」）に基づく区分により掲載している。

10.9

15.5

40.6

36.6

74.1

サ ー ビ ス 業 684 543 33.3 34.2 25.3

1.23

32.1

建 設 業

172

主

な

内

訳

製 造 業

126

1,309

542

2,301

1.28

146

2.43

28,322

347

165

194

165

38

1.23

1.21

11,436

1,360 817

37,256

1.36

1,867

1.56

13,535

152

▲ 3.8

－

1.06

13,300

月 間 有 効 求 人 数（人）

有 効 求 人 倍 率 （倍）

新  規  求  人  数 （人）

1.40

新 規 求 人 倍 率 （倍）

32,652

6,824新 規 求 職 者 数 （人） 7,568 8,059

13,535

2.04 1.93

令和４年 令和４年 令和３年

４月 ３月 ４月

34.8

就   職   件   数  （件） 2,178

正社員有効求人倍率（倍）

2,082

月間有効求職者数（人） 27,300

38,743

1.37

28,735

99.2 96.9

25.6

25.5

▲ 17.2

6.1 15.1

20.2

29.2

71.850.9

21.3

▲ 11.6

1,187

97

20.0

19.6

107

148

39.5

142

3,569

93 93

8321,856

199

1,776 1,765

194

1,016840

61

31

104

86

31

258261

情 報 通 信 業

運 輸 業 ・ 郵 便 業 231

21

475 471

25.8

12.9

18.3

医 療 ・ 福 祉

114

卸 売 ・ 小 売 業

宿泊業・飲食サービス業

706

506

15.7

5.86.7

307 24.0

7.5

118.0 ▲ 3.2118.7

1,793 8.0

24

45.9

37.9

24.0

13.8

5.7

18.2

13.4

11.1

61.5

1,440

106

256 216

16.5

40.27761,525

59.3

108 18

7

12.5

▲ 63.2

17.0

87.6

18.287

0.901.06

うち常用

パート除く

うち常用
全数パート

パート除く

１．新規求人倍率及び有効求人倍率（網掛け部分）は季節調整値、他は原数値を掲載している。

19.8

31.342

59

50.5

41.446.1286 50.5

16.2

対前年同月比（％）新規求人数（人）

全数 パート

12.0

16.47,928

32.6122

1.09

38.1

２．季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。

全 産 業

10.2

（注）

18.45,6077,479

1,185

24

前年同月差
（人）

全数

2,099

140

651

171

13

96

381

98

223

27

61

58

21

▲ 5

340

季節調整値対前月
増減率、差（％、ポ
イント）

162

0.03

－

－

－

対前年同月増減
率、差(％、ポイント）

▲ 6.1

18.4

0.50

▲ 1.4

14.1

▲ 3.3

対前月増減率
（％）

10.9

1.8

－

3.7

－

15.3

0.39

0.4

2.9
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－

－

▲ 14.3

－

0.19

0.17

0.13

▲ 10.3

0.16
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第３表　　時系列でみた一般職業紹介状況（学卒を除きパートを含む）

項目

年月
対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

対前年
増減率

うち受給者

平成29年度 6,129 ▲ 5.0 13,840 2.1 2.26 24,141 ▲ 5.3 39,207 3.6 1.62 2,220 465

平成30年度 5,912 ▲ 3.5 14,027 1.3 2.37 23,091 ▲ 4.3 40,067 2.2 1.74 2,155 454

令和元年度 6,019 1.8 13,526 ▲ 3.6 2.25 23,788 3.0 39,020 ▲ 2.6 1.64 1,988 454

令和２年度 6,117 1.6 10,905 ▲ 19.4 1.78 26,448 11.2 31,223 ▲ 20.0 1.18 1,648 407

令和３年度 5,982 ▲ 2.2 12,294 12.7 2.06 26,422 ▲ 0.1 34,859 11.6 1.32 1,720 414

３年 ４月 8,059 14.5 11,436 11.1 1.93 28,735 16.7 32,652 ▲ 7.0 r 1.21 2,082 421

５月 5,711 0.2 10,381 10.9 r 2.03 27,991 15.3 31,372 6.0 r 1.23 1,634 360

６月 6,079 ▲ 16.4 11,799 12.9 r 2.06 27,384 4.9 31,803 12.2 r 1.28 1,908 400

７月 5,405 ▲ 15.3 11,806 10.4 r 2.06 25,992 ▲ 3.9 32,429 12.4 r 1.32 1,728 435

８月 5,364 ▲ 0.2 10,887 13.4 r 1.93 25,536 ▲ 7.3 32,554 12.5 r 1.32 1,428 365

９月 5,901 ▲ 1.5 12,516 11.2 r 2.10 25,584 ▲ 8.5 33,869 12.9 r 1.34 1,654 414

１０月 5,981 ▲ 4.0 13,582 14.6 r 2.23 26,197 ▲ 7.2 35,682 13.7 r 1.34 1,741 465

１１月 5,406 3.5 11,760 7.3 r 1.92 26,305 ▲ 3.4 36,409 13.4 r 1.32 1,641 445

１２月 4,717 0.0 12,390 18.5 r 2.30 24,942 ▲ 2.4 35,931 13.9 r 1.31 1,493 379

４年 １月 6,425 3.1 15,155 23.7 2.33 25,333 ▲ 0.1 38,113 18.6 1.38 1,517 398

２月 5,916 ▲ 3.6 12,519 8.2 1.89 25,770 ▲ 0.3 38,750 17.9 1.40 1,632 416

３月 6,824 ▲ 3.9 13,300 9.7 2.04 27,300 ▲ 1.1 38,743 14.7 1.37 2,178 467

４月 7,568 ▲ 6.1 13,535 18.4 2.43 28,322 ▲ 1.4 37,256 14.1 1.40 1,867 379

（注）１．年度は月平均（求人倍率は原数値）。　 ２．r は令和４年１月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表す。

　　　３．受給者は雇用保険受給者を表す。

　　　４．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

新規求人
倍率
(季節調
整値）

有効求人
倍率
(季節調
整値）

- 3 -

就職件数新規求職者数 新規求人数 有効求職者数 有効求人数



群馬労働局職業安定部職業安定課

第４表　　群馬県の雇用保険の状況 第５表　　全国の主要指標

項目 項目

年月 対前年増減率 対前年増減率 年月 （万人）

 平成29年度 1,459 ▲ 4.6 4,865 ▲ 6.5  平成29年度 1.54 183 2.7

 平成30年度 1,392 ▲ 4.6 4,639 ▲ 4.6  平成30年度 1.62 166 2.4

 令和元年度 1,504 8.0 5,353 15.4  令和元年度 1.55 162 2.3

 令和２年度 1,867 24.1 7,350 37.3  令和２年度 1.10 198 2.9

 令和３年度 1,502 ▲ 19.5 5,876 ▲ 20.1  令和３年度 1.16 191 2.8

３年 ４月 2,448 ▲ 0.6 5,780 3.5 ３年 ４月 1.09 209 2.8

５月 1,684 ▲ 37.4 5,806 ▲ 6.3 ５月 r 1.10 211 r 2.9

６月 1,559 ▲ 35.8 6,474 ▲ 21.4 ６月 1.13 206 2.9

７月 1,368 ▲ 33.1 6,570 ▲ 26.4 ７月 r 1.14 191 2.8

８月 1,341 ▲ 19.7 6,631 ▲ 25.7 ８月 r 1.15 193 2.8

９月 1,451 ▲ 11.5 6,367 ▲ 26.6 ９月 r 1.15 192 2.8

10月 1,469 ▲ 27.2 5,908 ▲ 26.8 10月 r 1.16 183 2.7

11月 1,406 ▲ 14.3 5,837 ▲ 21.8 11月 r 1.17 182 2.8

12月 1,134 ▲ 17.1 5,554 ▲ 24.1 12月 r 1.17 171 2.7

４年 １月 1,485 ▲ 3.5 5,371 ▲ 18.8 ４年 １月 1.20 185 2.8

２月 1,213 ▲ 7.7 5,086 ▲ 17.1 ２月 1.21 180 2.7

３月 1,469 ▲ 7.9 5,127 ▲ 15.1 ３月 1.22 180 2.6

４月 2,082 ▲ 15.0 4,912 ▲ 15.0 ４月 1.23 188 2.5

１．年度は月平均。   ２．年度の求人倍率及び失業率は実数。 ３．失業者数及び失業率は総務省労働力調査による。

４．r は令和4年１月分公表時に新季節調整値に改訂された数値を表す。 ５．受給資格決定件数は速報値のため修正があり得る。

６．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。
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（注）

受給資格決定件数 受給者実人員
完全失業者数
（全国・原数値）

全国有効
求人倍率

（季節
調整値）

完全失業率
（季節調整

値）
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都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）
令和4年4月 全国平均1.23　［原数値1.17倍］

（注）１　季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改定される。
（注）２　ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。
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0.83

1.35

1.40

1.31

1.37

1.19

1.35

1.09

1.14

1.40

1.52

1.25

1.53

1.48

1.47

1.68

1.51

1.14

1.24

0.97

1.17

1.16

1.06

1.41

1.36

1.27

1.61

1.50

1.38

1.85

1.52

1.55

1.55

0.87

1.39

0.94

1.02

1.40

1.19

1.44

1.38

1.48

1.53

1.35

1.34

1.15

1.11
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沖縄

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

広島

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪府

京都府

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京都

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

（倍）

全国平均
1.00倍 1.23倍



　　　　　　　群馬労働局職業安定部職業安定課

前月との比較（ ）

有効求人 人 2.9 ％

有効求職 人 0.4 ％

有効求人倍率 0.03 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

新規求人 人 15.3 ％

新規求職 人 ▲ 3.3 ％

新規求人倍率 0.39 Ｐ

　　　　　　数値はすべて季節調整値

※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、
　１頁の（注）を参照してください。

‐　6　‐

前月比（％、ポイント）

37,417

26,638

1.40

前月比（％、ポイント）

14,615

令和4年4月

4月

4月

6,012

2.43

有効（求人・求職・求人倍率）

新規（求人・求職・求人倍率）



群馬労働局職業安定部職業安定課

（新産業分類） （新産業分類）

全産業 建設業 製造業 情報通信業
運輸業，
郵便業

卸売・小売業
宿泊業，飲食
サービス業

医療・福祉 サービス業 【製造業全体】  食　　料　　品 
プラスチック製

品
金　属　製　品

はん用機械器
具製造業

生産用機械器
具製造業

業務用機械器
具製造業

電気機械
器具

輸送用機械器
具

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

４年４月 18.4 12.0 39.5 12.9 15.7 25.8 24.0 6.7 33.3 ４年４月 39.5 46.1 19.6 45.9 50.9 20.0 ▲ 11.6 17.0 87.6

４年３月 9.7 ▲ 7.9 24.6 41.4 24.4 5.0 10.4 10.3 10.2 ４年３月 24.6 41.8 54.2 15.5 ▲ 16.0 36.8 2.1 53.0 0.7

４年２月 8.2 3.1 35.4 ▲ 4.7 19.4 ▲ 3.6 25.9 ▲ 0.5 9.2 ４年２月 35.4 26.2 47.4 22.5 ▲ 5.1 110.5 23.8 14.9 14.2

４年１月 23.7 12.8 33.7 63.0 34.3 59.7 45.2 7.1 33.9 ４年１月 33.7 26.1 34.5 47.8 22.8 13.5 67.5 19.0 89.7

３年12月 18.5 14.1 48.3 4.7 31.2 18.7 7.0 13.3 21.8 ３年12月 48.3 41.2 39.9 26.2 55.2 114.5 35.0 56.2 24.6

３年11月 7.3 ▲ 13.4 39.1 ▲ 13.6 29.3 ▲ 9.2 35.6 ▲ 1.6 16.3 ３年11月 39.1 34.0 14.1 52.3 136.4 98.0 51.9 43.5 19.2

３年10月 14.6 7.0 24.7 ▲ 4.0 27.2 47.8 37.6 3.4 14.1 ３年10月 24.7 31.4 17.1 20.8 116.9 38.3 33.3 68.9 9.5

３年９月 11.2 14.6 48.2 ▲ 10.6 ▲ 6.6 7.8 28.0 3.7 13.2 ３年９月 48.2 53.7 88.3 26.4 98.7 32.0 75.0 54.0 9.4

３年８月 13.4 ▲ 15.2 51.8 3.0 42.5 10.5 2.3 3.3 32.7 ３年８月 51.8 1.1 41.1 47.8 160.4 60.9 76.9 137.7 28.0

３年７月 10.4 8.6 40.6 15.9 25.1 10.6 ▲ 23.5 8.6 8.2 ３年７月 40.6 81.1 27.3 9.8 64.1 105.6 ▲ 34.3 ▲ 13.8 67.8

３年６月 12.9 11.8 54.3 ▲ 9.5 18.6 16.9 32.5 3.0 17.8 ３年６月 54.3 4.6 67.2 153.0 77.2 53.8 121.1 114.1 129.3

３年５月 10.9 ▲ 2.8 51.6 ▲ 12.3 13.5 20.0 87.2 ▲ 5.2 12.0 ３年５月 51.6 27.2 68.3 47.2 53.5 31.9 170.0 19.4 62.5

３年４月 11.1 19.4 36.8 20.2 4.5 22.6 ▲ 12.1 6.9 ▲ 12.5 ３年４月 36.8 87.4 43.8 0.0 12.9 54.4 22.9 ▲ 2.8 74.5

３年３月 ▲ 8.3 31.2 16.7 ▲ 31.4 ▲ 7.4 ▲ 44.8 5.5 ▲ 4.1 14.9 ３年３月 16.7 2.8 32.8 50.0 41.2 ▲ 9.5 ▲ 25.0 43.5 12.7

３年２月 ▲ 18.5 2.4 ▲ 22.9 ▲ 26.1 ▲ 28.9 ▲ 10.8 ▲ 33.7 ▲ 19.3 ▲ 19.3 ３年２月 ▲ 22.9 ▲ 52.2 ▲ 24.6 ▲ 17.4 36.0 ▲ 17.4 ▲ 14.3 ▲ 24.9 14.9

３年１月 ▲ 1.6 16.7 10.1 ▲ 29.6 ▲ 28.2 8.0 ▲ 40.7 0.4 ▲ 18.0 ３年１月 10.1 40.2 2.5 ▲ 3.0 16.4 13.3 ▲ 32.2 7.3 10.9

２年12月 ▲ 21.7 13.0 ▲ 17.6 ▲ 5.3 ▲ 42.6 ▲ 48.8 23.8 ▲ 9.8 ▲ 9.9 ２年12月 ▲ 17.6 ▲ 22.0 ▲ 2.4 11.0 ▲ 16.0 ▲ 59.9 ▲ 25.9 ▲ 16.6 ▲ 16.2

２年11月 ▲ 17.0 ▲ 1.0 ▲ 22.7 ▲ 41.7 ▲ 33.0 ▲ 13.9 ▲ 38.4 ▲ 11.9 ▲ 15.5 ２年11月 ▲ 22.7 ▲ 46.5 ▲ 22.9 0.0 ▲ 42.7 ▲ 32.4 ▲ 28.9 ▲ 20.7 ▲ 1.9

２年10月 ▲ 14.2 25.3 ▲ 14.1 1.0 ▲ 24.4 ▲ 29.6 ▲ 45.1 ▲ 4.8 ▲ 20.9 ２年10月 ▲ 14.1 ▲ 2.7 ▲ 16.1 ▲ 19.6 ▲ 53.9 6.6 5.9 ▲ 27.1 3.7

２年９月 ▲ 13.8 24.6 ▲ 30.2 ▲ 19.8 ▲ 25.2 ▲ 11.8 ▲ 42.8 ▲ 6.4 ▲ 14.2 ２年９月 ▲ 30.2 ▲ 35.2 ▲ 14.9 ▲ 8.2 ▲ 25.5 ▲ 45.7 ▲ 56.9 ▲ 27.6 ▲ 36.5

２年８月 ▲ 35.3 4.0 ▲ 37.2 ▲ 50.7 ▲ 38.9 ▲ 71.9 ▲ 42.4 ▲ 11.7 ▲ 36.7 ２年８月 ▲ 37.2 ▲ 35.0 ▲ 34.3 ▲ 10.2 ▲ 57.3 ▲ 57.0 ▲ 50.9 ▲ 49.0 ▲ 20.4

２年７月 ▲ 16.1 19.5 ▲ 36.6 ▲ 29.9 ▲ 33.5 1.8 ▲ 35.0 ▲ 9.8 ▲ 26.5 ２年７月 ▲ 36.6 ▲ 27.8 ▲ 33.5 ▲ 35.9 ▲ 59.6 ▲ 35.7 45.8 ▲ 7.9 ▲ 51.4

２年６月 ▲ 19.3 19.7 ▲ 31.2 ▲ 9.5 ▲ 40.9 ▲ 25.1 ▲ 39.8 ▲ 10.6 ▲ 30.4 ２年６月 ▲ 31.2 ▲ 9.2 ▲ 29.6 ▲ 58.3 ▲ 13.2 ▲ 47.6 ▲ 62.7 ▲ 48.6 ▲ 46.5

２年５月 ▲ 40.2 8.7 ▲ 42.3 ▲ 1.9 ▲ 32.9 ▲ 77.6 ▲ 65.4 ▲ 17.7 ▲ 31.2 ２年５月 ▲ 42.3 ▲ 50.7 ▲ 38.0 ▲ 18.9 ▲ 34.3 ▲ 46.6 ▲ 61.5 ▲ 42.2 ▲ 39.4
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 産業別新規求人数（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移 ※「製造業」のうち、 主な業種別（学卒を除きパートを含む）前年同月比・増減率の推移

    群馬労働局職業安定部職業安定課



群馬労働局職業安定部職業安定課
令和４年度　　新規求職者（常用）の態様別内訳（パートを除く）

当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 当　月 前年比 計 前年比

4,260 ▲ 5.2 4,260 ▲ 90.5

1,297 0.3 1,297 ▲ 92.3

2,661 ▲ 8.9 2,661 ▲ 89.5

　 うち事業主都合 734 ▲ 26.0 734 ▲ 89.4

うち自己都合 1,760 0.1 1,760 ▲ 89.7

 

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比 計 前年比

77,622 27.8 83,535 7.6 77,001 ▲ 7.8 72,924 ▲ 5.3 68,236 ▲ 6.4 61,822 ▲ 9.4 56,883 ▲ 8.0 53,479 ▲ 6.0 50,153 ▲ 6.2 47,310 ▲ 5.7 44,798 ▲ 5.3 45,845 2.3 47,432 3.5 44,845 ▲ 5.5

18,837 22.4 17,133 ▲ 9.0 20,030 16.9 18,604 ▲ 7.1 20,178 8.5 20,586 2.0 20,625 0.2 19,927 ▲ 3.4 19,482 ▲ 2.2 18,862 ▲ 3.2 18,024 ▲ 4.4 17,531 ▲ 2.7 15,412 ▲ 12.1 16,745 8.6

53,907 32.1 60,589 12.4 49,625 ▲ 18.1 45,199 ▲ 8.9 41,948 ▲ 7.2 36,007 ▲ 14.2 31,608 ▲ 12.2 29,481 ▲ 6.7 27,123 ▲ 8.0 25,266 ▲ 6.8 23,958 ▲ 5.2 25,686 7.2 29,463 14.7 25,432 ▲ 13.7

　 うち事業主都合 21,958 117.4 29,246 33.2 18,625 ▲ 36.3 17,412 ▲ 6.5 15,734 ▲ 9.6 11,742 ▲ 25.4 9,230 ▲ 21.4 8,293 ▲ 10.2 7,310 ▲ 11.9 6,342 ▲ 13.2 5,845 ▲ 7.8 6,700 14.6 10,417 55.5 6,925 ▲ 33.5

うち自己都合 28,888 3.4 27,478 ▲ 4.9 27,397 ▲ 0.3 24,860 ▲ 9.3 23,849 ▲ 4.1 22,391 ▲ 6.1 20,784 ▲ 7.2 19,682 ▲ 5.3 18,462 ▲ 6.2 17,630 ▲ 4.5 16,864 ▲ 4.3 17,724 5.1 17,806 0.5 17,136 ▲ 3.8

令和２年度 令和３年度
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４年８月 ４年１０月 ４年１１月

うち離職者

４年４月 ４年５月 ４年６月 ４年７月 ４年９月 ４年度計４年１２月 ５年２月

うち在職者

５年３月５年１月

うち離職者

○　参　　考

新規求職者

新規求職者数

うち在職者



群馬労働局職業安定部職業安定課

前年同月差
（ポイント）

２年４月 16,134 15,723 1.03 ▲ 0.16 0.92 0.97

２年５月 14,262 15,570 0.92 ▲ 0.25 0.84 0.90

２年６月 14,158 16,668 0.85 ▲ 0.34 0.81 0.85

２年７月 14,321 17,566 0.82 ▲ 0.35 0.79 0.82

２年８月 14,438 17,992 0.80 ▲ 0.38 0.78 0.79

２年９月 14,862 18,242 0.81 ▲ 0.39 0.78 0.79

２年10月 15,604 18,293 0.85 ▲ 0.35 0.80 0.79

２年11月 15,818 17,643 0.90 ▲ 0.34 0.83 0.79

２年12月 15,520 16,581 0.94 ▲ 0.31 0.86 0.80

３年１月 15,624 16,552 0.94 ▲ 0.26 0.87 0.81

３年２月 15,829 16,763 0.94 ▲ 0.23 0.87 0.83

３年３月 16,549 17,819 0.93 ▲ 0.19 0.85 0.85

３年４月 16,074 17,840 0.90 ▲ 0.13 0.81 0.86

３年５月 15,575 17,234 0.90 ▲ 0.02 0.82 0.88

３年６月 15,782 16,768 0.94 0.09 0.85 0.89

３年７月 16,004 16,367 0.98 0.16 0.88 0.90

３年８月 16,093 16,261 0.99 0.19 0.88 0.90

３年９月 16,518 16,233 1.02 0.21 0.89 0.90

３年10月 17,254 16,526 1.04 0.19 0.91 0.90

３年11月 17,403 16,431 1.06 0.16 0.93 0.90

３年12月 17,296 15,520 1.11 0.17 0.97 0.90

４年１月 18,052 15,835 1.14 0.20 0.97 0.91

４年２月 18,436 16,116 1.14 0.20 0.97 0.93

４年３月 18,581 16,996 1.09 0.16 0.95 0.94

４年４月 18,177 17,229 1.06 0.16 0.92 0.97

※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

◎正社員有効求人倍率の説明

１． 算出方法

=

（注）

２．

正社員有効求人倍率
パートタイムを除く常用の月間有効求職者数 （B）

全国：正社員
有効求人倍率
(季節調整値）
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正社員の有効求
人数（ A ）

常用有効求職者
数（パートを除く）
（ B ）

正社員の有効求人倍率

正社員の月間有効求人数　（A）

分母の「パートタイムを除く常用の有効求職者数」には派遣労働者や契約社員を希望する求職者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となります。

正社員求人は、現在のシステムでは産業別の求人数データの出力など、各種増減を比較できる基礎デ－タがない
ために、記者発表の際に配付している「参考資料」のようなコメントや、月々の倍率の増減についての説明は、大変
申し訳ありませんができませんので御了承願います。

正社員の有効求
人倍率（原数値）
（ A/B ）

全国：正社員
有効求人倍率

(原数値）

項目

年月



群馬労働局職業安定部職業安定課

３年４月 ３年５月 ３年６月 ３年７月 ３年８月 ３年９月 ３年10月 ３年11月 ３年12月 ４年１月 ４年２月 ４年３月 ４年４月

群馬県 1.14 1.12 1.16 1.25 1.27 1.32 1.36 1.38 1.44 1.50 1.50 1.42 1.32

前　橋 1.04 1.00 1.05 1.08 1.12 1.15 1.22 1.22 1.25 1.31 1.32 1.31 1.14

高　崎 1.53 1.42 1.52 1.69 1.67 1.76 1.83 1.73 1.78 1.91 1.88 1.65 1.55

安　中 1.32 1.26 1.30 1.29 1.42 1.53 1.45 1.52 1.62 1.69 1.65 1.56 1.46

桐　生 1.07 1.08 1.15 1.31 1.34 1.37 1.41 1.48 1.57 1.67 1.67 1.61 1.49

伊勢崎 1.05 1.05 1.04 1.16 1.19 1.25 1.23 1.24 1.29 1.31 1.38 1.30 1.21

太　田 0.90 0.92 0.91 0.93 0.98 1.04 1.06 1.15 1.19 1.28 1.23 1.13 1.07

館　林 1.10 1.14 1.25 1.36 1.43 1.41 1.37 1.52 1.69 1.69 1.69 1.57 1.39

沼　田 1.04 1.09 1.17 1.18 1.29 1.38 1.54 1.41 1.31 1.52 1.59 1.56 1.59

富　岡 1.60 1.60 1.66 1.84 1.75 1.76 2.02 2.12 2.18 1.97 1.88 1.79 1.56

藤　岡 1.16 1.12 1.15 1.19 1.15 1.18 1.25 1.32 1.45 1.48 1.54 1.62 1.60

渋　川 0.81 0.82 0.75 0.84 0.87 0.89 0.92 0.91 1.00 1.06 1.04 1.01 0.93

中之条 1.53 1.71 1.61 1.72 1.62 1.63 1.59 1.66 1.52 1.50 1.56 1.56 1.61
（一般＋パート）

３年４月 ３年５月 ３年６月 ３年７月 ３年８月 ３年９月 ３年10月 ３年11月 ３年12月 ４年１月 ４年２月 ４年３月 ４年４月

群馬県 1.42 1.82 1.94 2.18 2.03 2.12 2.27 2.18 2.63 2.36 2.12 1.95 1.79

前　橋 1.40 1.50 1.81 1.99 1.69 1.78 2.33 1.75 1.98 2.17 1.81 1.77 1.46

高　崎 1.88 2.12 2.39 2.95 2.61 2.56 3.07 2.27 3.28 3.27 2.15 2.31 2.32

安　中 1.70 1.85 1.94 1.87 3.09 2.17 1.94 3.19 3.09 2.34 2.98 1.98 2.05

桐　生 1.39 1.61 2.32 2.17 1.83 2.25 2.21 2.33 2.84 2.66 2.30 2.09 2.01

伊勢崎 1.19 1.71 1.64 2.15 1.85 2.11 1.91 2.03 2.36 1.86 2.23 1.68 1.66

太　田 1.05 1.42 1.49 1.27 1.52 1.99 1.33 1.87 2.80 1.75 1.54 1.68 1.46

館　林 1.62 2.23 2.79 2.84 2.82 2.33 2.51 3.28 3.70 2.65 2.94 2.42 1.86

沼　田 1.59 1.68 2.22 2.46 2.20 2.61 2.86 1.64 1.77 2.71 2.20 1.98 2.05

富　岡 1.74 3.84 1.96 2.89 3.25 2.11 4.11 4.14 2.63 2.72 3.32 1.93 1.70

藤　岡 1.25 1.55 2.12 1.94 1.57 2.33 2.04 2.14 3.00 2.34 2.83 2.30 2.06

渋　川 0.92 1.30 1.17 1.75 1.35 1.29 1.65 1.43 1.98 1.78 1.28 1.52 1.36

中之条 1.71 3.74 1.89 2.53 2.57 2.25 2.39 2.75 1.84 1.99 2.35 1.91 2.19

（一般＋パート） ※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和3年9月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注）を参照してください。

有効求人倍率（原数値）

新規求人倍率（原数値）
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有効求人倍率（受理地別※）の推移（令和３年４月～令和４年４月分）

（資料出所：群馬労働局）

※受理地別：群馬県内のハローワーク（公共職業安定所）において受理した求人。県内で受理した他県が就業地の求人も含む。

群馬労働局

（季節調整値）

茨城

群馬

全国

栃木

1.23 

1.44 

1.19 1.21 1.23 
1.28 

1.32 1.32 1.34 1.34 1.32 1.31 

1.38 1.40 
1.37 

1.40 

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

R3年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 R４年1月 2月 3月 4月

全国計 茨城県 栃木県 群馬県

有効求人倍率（就業地別※）の推移（令和３年４月～令和４年４月分）

（資料出所：群馬労働局）

※就業地別：全国のハローローワーク（公共職業安定所）において受理した群馬県内が就業地である求人。
群馬県内で受理した他県が就業地の求人は含まない。

群馬労働局

（季節調整値）

茨城

群馬

全国

栃木

1.23 

1.56 

1.27 
1.30 

1.33 
1.36 

1.40 1.41 
1.44 1.43 

1.41 1.40 

1.47 1.48 
1.46 

1.51 

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

3年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 4年1月 2月 3月 4月

全国計 茨城県 栃木県 群馬県



【連　合】

平成29年 平成30年 2019年 2020年 2021年 2022年 昨年同時期

（６月３日公表） （昨年６月４日）

1.98％ 2.07％ 2.07％ 1.90％ 1.78％ 2.09％ 1.79％

5,712円 5,934円 5,997円 5,506円 5,180円 6,049円 5,233円

（６月３日公表） （昨年６月４日）

1.87％ 1.99％ 1.94％ 1.81％ 1.73％ 1.97％ 1.74％

4,490円 4,840円 4,765円 4,464円 4,288円 4,857円 4,331円

【経 団 連】

平成29年 平成30年 2019年 2020年 2021年 2022年 昨年同時期

（５月20日公表） （昨年５月28日）

2.34％ 2.53％ 2.43％ 2.12％ 1.84％ 2.27％ 1.82％

7,755円 8,539円 8,200円 7,096円 6,124円 7,430円 6,040円

（６月10日公表） （昨年６月11日）

1.81% 1.89% 1.89% 1.70% 1.68% 1.97% 1.72%

4,586円 4,804円 4,815円 4,371円 4,376円 5,219円 4,444円

【厚生労働省】

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

2.11％ 2.26％ 2.18％ 2.00％ 1.86％

6,570円 7,033円 6,790円 6,286円 5,854円

○調査対象
連合 ：「全体」は、規模計。「３００人未満」は、全体の内数。
経団連 ：「500人以上」は、原則として東証１部上場。
厚生労働省 ：「主要企業」は、資本金10億円以上かつ従業員数1,000人以上の企業であって、

　労働組合のあるもの。
群馬労働局労働基準部賃金室作成

主要企業

令和４年　春闘　各機関別賃上げ集計状況

全体

300人未満

500人以上

500人未満





















新しい資本主義実行計画工程表

令和４年６月７日



1

2022年度 2023年度 2024年度 2025～2027年度

１．人への投資と分配

通常国会予算編成
税制改正要望

秋～年末

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資

今夏 年末

賃金引上げの推進

４月～１２月 22業種10万社程度を対象とした優越的地位の濫
用に関する調査の実施
５月～ 道路貨物運送業、金属製品製造業、生産用機械器具製
造業、輸送用機械器具製造業を重点立入業種として選定。下請
法の調査において、重点的に立ち入りを実施。上記以外でも法
違反が多く認められる業種は事業者団体に法遵守状況の自主
点検を要請。

１月～夏 緊急調査の結果を踏まえ、サプライチェーンにお
ける取引の適正化についての優越的地位の濫用に関する
ガイドラインの検討
秋～冬 同ガイドライン案のパブコメ、策定

夏～冬 2024年度以
降の賃上げ税制の在
り方について検討し、
12月に結論を得る。

８月 春闘の集計結果確定
ここ数年低下していた賃金引上げ水
準のV字回復を期待。業績の回復し
ている企業では３％を超える賃金引
上げを期待

６月 最低賃金の政府方針決定
７月 中央最低賃金審議会
８月 地方最低賃金審議会

中小企業等が賃金引上げの原資を確保できるよう、
コストの上昇分の適切な転嫁に向けた環境整備

１０月 地域別最低賃金の発効

官民連携して、新しい資本主義にふさわしい
賃金引上げの社会的雰囲気の醸成

夏～ パートナーシップ構築宣
言の実行状況のフォローアップ

春 2023年度の重点
立入業種を選定。下請
法の執行を強化

介護・障害福祉職員、保育士等について、職種ごとに仕事の内容に比して適正な水準まで収入が引き上がり、必要な人材が確保されるかといった観点から検討
看護師の今後の処遇改善については、コロナ対応等を担っている方への引上げ措置の結果も踏まえつつ、全ての職場における看護師のキャリアアップに伴う処遇改善の在り方について検討

春 ものづくり補助金、持続化補助金に
ついて、赤字でも賃金引上げを行う中小
企業への補助率を引き上げる特別枠を
措置
政府調達において、賃金引上げを行う
企業への加点を実施

夏～冬 賃金引上げを
行う中小企業への補助
率引上げ等の措置を講
ずる予算事業について
検討を行う。

最低賃金については、生計費、賃金、賃金支払能力を考慮しつつ、その引上げを図り、できる限り早期に全国加重平均が1000円以上となることを目指す


